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PRTR情報利用上の留意点一覧
1. 全般

PRTR情報利用上の留意点 覧

① 物質の対象範囲

i. 指定・届出される物質単位が一致しない

ii. 物質名称が指す範囲が一致しない

② 用途の対象範囲

③ 届出が不要となる要件（数量、従業員数）（本資料では割愛）

2. 各論
① PRTR届出データ（届出の対象範囲）

i. 自家消費（中間物） 【化審法運用通知3‐5(3)】

ii. 試験研究 【化審法第9条第1項第1号】

iii. 「製造」の範囲が一致しない 【化管法第2条5項1号】

iv. 特別要件 【化管法施行規則第4条ハニホヘトチ】

v. 製品 【化管法第5条】

② PRTR届出外データ

i. 対象業種届出外 （すそ切り以下事業所、下水処理施設等）

ii. 非対象業種

iii. 家庭

iv. 移動体
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PRTRデータの利用における
基本的な考え まとめ

届出デ タ 利• PRTR届出データの利用

用途等の対象範囲や上述のi)～v)の観点で化審法対象外分を取り除く
ことが基本的に不可能。

したがって、基本的に、取り除くことなく評価IIにおいて利用する。

• PRTR届出外データの利用

用途等の対象範囲の観点で化審法対象外分を取り除くことが基本的用途等の対象範囲の観点で化審法対象外分を取り除くことが基本的
に可能。

したがって、基本的に、化審法の寄与分を考慮しつつ、評価IIにおいて
利用する利用する。
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全般：物質の対象範囲

指定・届出される物質単位が一致しない※

化審法（MITI) 化管法（政令番号）

p－ジクロロベンゼン（優先）

ジクロロベンゼンo-ジクロロベンゼン（優先）

1,3-ジクロロベンゼン（一般）

ヘキサアンミンコバルト（Ⅲ）三硝酸塩

コバルト及びコバルト及び

その化合物
二酸化コバルトリチウム

× コバルト（化審法の化学物質でない）

ｐ－デシルベンゼンスルホン酸、ｐ－テトラデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、
ドデシルベンゼンスルホン酸亜鉛（ＩＩ）、ドデシルベンゼンスルホン酸カルシウム（Ｉ
Ｉ）、ウンデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、ドデシルベンゼンスルホン酸リチウ

ム ・・・・・

直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びそ
の塩（アルキル基の炭素数が１０から１４

までのもの及びその混合物に限る ）ム、 までのもの及びその混合物に限る。）

※化審法では、一般化学物質について、スクリーニング評価の対象とする化学物質の単位は
原則CASであるが、製造数量等の届出や有害性情報に応じて検討することになる。 4



全般：物質の対象範囲

物質名称が指す範囲が一致しない

構造の一部に優先評価化学物質の構成部分（アニオン又はカチオンに限る。）を有す
るもの（付加塩、オニウム塩に限る。）については、優先評価化学物質を含む混合物と
して取り扱う。これらの製造等に関しては、優先評価化学物質の規定を適用するものとして取り扱う。これらの製造等に関しては、優先評価化学物質の規定を適用するものと
する。

（化審法運用通知３－２より。一部省略）

ヒドラジンの例
（化審法優先#2,化管法#1‐333)

化審法における届出

PRTRにおける届出や推計ヒドラジンの塩
（硫酸ヒドラジン等） ヒドラジン（硫酸ヒドラジン等）
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全般：用途の範囲
化審法と化管法では対象とする用途の範囲が異なる

食品衛生法 （食品、添加物、容器包装、おもちゃ、洗浄剤）
農薬取締法 （農薬）

化審法と化管法では対象とする用途の範囲が異なる

農薬取締法 （農薬）
肥料取締法 （普通肥料）
飼料安全法 （飼料、飼料添加物）
薬事法 （医薬品 医薬部外品 化粧品 医療機器）

より）
薬事法 （医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器）

（化審法第５５条 他の法令との関係 より）

化審法運用通知3-5(3) (自家消費）

化審法第9条第1項第1号(試験研究用）

PRTRにおける届出や届出外推計PRTRにおける届出や届出外推計

化審法における届出食品の酸化防止剤
医薬用重金属解毒剤 工業用石鹸洗浄剤
化粧品添加物
自社内中間物（自家消費）
試験研究用

工業用石鹸洗浄剤
無電解めっき薬剤
金属洗浄剤・・・

化審法適用除外用途
特に、届出外推計に多い 6



各論：PRTR届出データ
化審法の「製造・出荷」と化管法の「取扱い」の範囲が異なる（届出データの場合）

化審法運用通知3-5(3) (自家消費）

化審法の「製造 出荷」と化管法の「取扱い」の範囲が異なる（届出デ タの場合）

化審法第9条第1項第1号(試験研究用）

化管法第2条5項1号（第一種指定化学物質の製造） （製造の範囲が一致しない）※

化管法では、出荷しない化学物質の副生成についても「製造」とみなし、届出をさせている実情がある。

審法第 条第 項第 究

化管法施行規則第4条1ハニホヘトチ（特別要件）

鉱山保安法、下水道法、廃掃法、ダイオキシン類特別措置法、水質汚濁防止法、一般廃棄物の最終処分場及び
産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令

化管法施行令第5条（製品）

当該製品の質量に対するいずれかの第一種指定化学物質量の割合が一パーセント以上であり、又はいずれかの

自家消費分の排出量

特定第一種指定化学物質量の割合が〇・一パーセント以上である製品であって、次の各号のいずれにも該当しな
いものであることとする。

副生成分の排出量 化審法では「製造・出荷」に当たらないが
化管法の「取扱い」に含まれる特別要件分の排出量

輸入製品（含有量≧1%）分の排出量

試験研究用分の排出量

化審法対象分の排出量
PRTR 化審法
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※化管法条文には「製造」の定義はない。



各論：届出外データ
届出外デ タの推計手法の内訳と化審法対象範囲届出外データの推計手法の内訳と化審法対象範囲

対象業種届出外届 (1)すそ切り以下、(2)農薬、(3)殺虫剤、(4)接着剤、(5)塗料、(6)

非対象業種

家庭

届
出
外
デ
ー

漁網防汚剤、(7)医薬品、(8)‐1洗浄剤、(8)‐2化粧品、(9)‐1防虫
剤、(9)‐2消臭剤、(10)汎用エンジン、(11)たばこの煙、(12)自動
車、(13)二輪車、(14)特殊自動車、(15)船舶、(16)鉄道車両、

(17)航空機 (18)水道 (19)オゾン層破壊 (20)ダイオキシン類

移動体

ー
タ

(17)航空機、(18)水道、(19)オゾン層破壊、(20)ダイオキシン類、
(21)低含有率物質、(22)下水処理施設

塗料

(1)すそ切り以下 (1)‐1 排出源別
接着剤等 剥離剤

塗料 化学品原料等

( ) 平均取扱量

印刷インキ

工業用洗浄剤

滅菌･殺菌･消毒剤

表面処理剤
(1)‐2 平均取扱量

燃料ｶﾞｽ(蒸発ｶﾞｽ) 試薬

ゴム溶剤等
ｺﾝﾊﾞ ﾃｨﾝｸﾞ溶剤赤：化審法の範囲外
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ｺﾝﾊ ｰﾃｨﾝｸ 溶剤

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ発泡剤

赤：化審法の範囲外
橙：場合によっては範囲内



各論：届出外データ
橙 「場合によ ては範囲内 の内訳と化審法対象範囲橙：「場合によっては範囲内」の内訳と化審法対象範囲

殺生物剤（化審法上の用途分類） 農薬 洗浄剤殺生物剤（化審法上の用途分類）
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殺虫剤

移動体

自二
特

自
船鉄車

汎
用ｴ

ﾝ 航
動
車

輪
車

特
殊

動
車

船
舶

鉄
道

車
両

排ガス（ﾎｯﾄｽﾀｰﾄ・ｺｰﾙﾄﾞｽﾀｰﾄ）

ﾝ
ｼ゙

ﾝ 空
機
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排ガス（ﾎｯﾄｽﾀ ﾄ ｺ ﾙﾄ ｽﾀ ﾄ）

蒸発ガス ﾌﾞﾚｰｷ
摩耗

赤：化審法の範囲外


